
27

○

合計（Ａ） 4,150 合計（Ｂ） 2,648

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,502

主な
理由

インクルーシブ条例の啓発パンフレット作成業務が終了したため。

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

70

需用費
印刷製本費、事務用品等、お茶
代 510 需用費

印刷製本費(パンフレット)、事務
用品等、お茶代 108

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
印刷物作成委託料

1,100
使用料及び賃
借料

会場使用料（意見交換会、アド
バイザー向け研修） 30

使用料及び賃
借料

意見交換会会場使用料
30

負担金補助及
び交付金

インクルーシブ商店街補助、小
規模店舗のバリアフリー化補助 2,000

負担金補助及
び交付金

商店街、小規模店舗のバリアフ
リー化補助 2,000

05当初予算 0 0

0.00

1.50

16,300

14,798

旅費
アドバイザー旅費等

70 旅費

0

内容

アドバイザー旅費等

14,798

内容 金額

報償費
アドバイザー謝礼

440 報償費
アドバイザー謝礼

440

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.50

0.00

03決算 0 0 100 26,637

04当初予算 0 0 0 16,300

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
「すべての人が自分らしく生きられるインクルーシブなまちづくり条例」の理念に沿って、誰一人取り残されることなく、すべて
の人が大切にされるまちづくりを進めるため、当該条例の理念を市民に啓発するとともに「インクルーシブアドバイザー制度」
の利用促進のための取組を実施する。

事
業
内
容

（１）インクルーシブ理念の啓発
　・子どもから大人まで誰にでもわかりやすい啓発パンフレットの配布
　　[パンフレット配布数]…令和４年度（市立全小中学校の児童生徒へ配付）：約34,000冊（見込）　、令和５年度：約10,000冊（予定）
　
（２）インクルーシブアドバイザー制度の実施（当事者参画の推進）
　当事者目線に立った使いやすく効果的な施設改修、誰もが参加しやすいイベントの開催等において、検討の段階から複数の障害当事者等と一緒に現地
視察や対話を行うことで、事業者等の当事者理解につなげるとともに、当事者のニーズに沿ったインクルーシブなまちづくりを推進する。
　　[制度の活用件数]…令和４年度 ： ３件（見込）　、令和５年度：８件（予定）

（３）インクルーシブ・バリアフリーに係る補助事業の実施
　インクルーシブなまちづくりを様々な場所で推進することを目指し、バリアの改善のためのハード整備や当事者理解に繋がるイベント実施などについて、
多様な当事者の意見を聞きながら進める取組にかかる経費を一部補助する（補助要件として（2）インクルーシブアドバイザー制度の活用を求める）。
　　【インクルーシブ商店街補助制度】
　　　ソフト・ハードを問わず、商店街が実施するインクルーシブ社会の実現に向けた取組にかかる費用を助成（上限50万円：全額助成）
　　　　[実施件数]…令和２年度：１件　、　令和３年度：０件　、　令和４年度 ： １件（見込）　、　令和５年度 ： ２件（予定）
　　【小規模店舗のバリアフリー化補助制度】
　　　小規模店舗における入口段差の解消や通路の拡幅、ローカウンターの設置などの取組にかかる費用を助成（上限50万円：１/２助成）
　　　　[実施件数]…令和５年度：２件（予定）

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-3 障害者福祉の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 企画費
根拠法令
・要綱等

すべての人が自分らしく生きられるインクルーシ
ブなまちづくり条例

事業 インクルーシブ施策推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
インクルーシブ施策推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107700000-001

予算所管課 政策局ジェンダー平等推進室
連絡先 (078)918-6037

令和５年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

1,222

4,150

2,648

25,515

12,150

12,150

26,737 0.00

啓発パンフレット
の配布数

インクルーシブ条例の啓発パンフレットを市民、関係団体等へ配布し
た数

令和5年度 冊 10,000

目標年次 単位 目標値

制度の活用 インクルーシブアドバイザー制度の活用回数 令和5年度 回 8

　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○ ○ ○ ○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○



2

○

合計（Ａ） 6,798 合計（Ｂ） 6,659

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -139

主な
理由

旅費、消耗品費、研修負担金等の精査による減

啓発用品、啓発冊子印刷費、食
糧費等 2,095

委託料
フォーラム開催委託、啓発キャン
ペーン委託 1,900 委託料

フォーラム開催委託、啓発キャン
ペーン委託 1,850

その他
旅費、会場使用料、研修参加負
担金等 783 その他

旅費、役務費、会場使用料、研
修参加負担金等 564

積立金
あかしにじいろ基金積立金

250 積立金
あかしにじいろ基金積立金

250

内容 金額

報償費
研修・講演会謝礼、関係機関会
議委員謝礼 1,300 報償費

研修・講演会謝礼、関係機関会
議委員謝礼 1,600令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

2,165 需用費

扶助費
公正証書作成費用助成

400 扶助費
公正証書作成費用助成

300

400 40,279 任期付 0.00 合計 4.2005当初予算 6,659 34,020 40,679 0 0

400 40,418 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 6,798 34,020 40,818 0 0

100 36,337 正規 4.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 4,754 32,805 37,559 1,122 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑴  研修・啓発事業の充実
     SOGIEに関する理解促進のため、各学校・企業・地域団体等において研修や啓発事業等を行う。
　　　・教職員研修、出前講座の実施、講師派遣（令和3年度：61回　令和4年度；50回（見込み）　令和5年度：40回(予定)）
　　　・啓発イベント、キャンペーンの実施（令和3年度：11月～12月　令和4年度：12月～1月にキャンペーン実施　令和5年度：時期未定）
　　　・市民向け啓発事業「ソジトモ」制度の運用
　　　・事業者に向けた啓発の推進、登録制度の運用（令和5年1月開始）
　　　・明石にじいろ基金の運用

⑵ 相談支援事業の実施
　　 LGBTQ+当事者や家族、学校、事業所など様々な方からの相談に対応する専門相談窓口による相談支援を行う。
　　　・専門相談窓口「明石にじいろ相談」への相談実績（令和2年度：104件　令和3年度：168件　令和4年度：150件（見込み））

⑶  関係機関との連携
　　 LGBTQ+当事者のニーズに即した効果的な取組を行うため、関係機関と施策の検討とその実施方法等について協議を行う。
　   ・施策アドバイザー会議（活動団体の代表・有識者等）　 （令和3年度：1回開催、令和4年度：2回開催（見込み）、令和5年度：2回(予定））
　   ・ネットワーク会議（市内の地域・医療・商工業関係者等）（令和3年度：1回開催、令和4年度：2回開催（見込み）、令和5年度：2回（予定））

⑷  パートナーシップ・ファミリーシップ制度（届出件数：令和2年度：13件、令和3年度：5件、令和4年度（1月末時点）：12件）
　　 人生のパートナーや大切な人と「家族」として安心して暮らせるよう、その関係を公に証明する同制度を令和3年1月に施行。

小中学校、コミセン、市内事業者等と連携した研修・セミナーの実施回
数

令和5年度 回 40

関係機関会議の開催回
数

LGBTQ+/SOGIE施策に関する検討会議（アドバイザー会議・ネット
ワーク会議）の開催回数

令和5年度 回 4

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
SOGIE（性的指向や性自認、どのような性表現をするのか）に関する理解を促進し、SOGIEに関わらず市民が自分自身を大
切にし、自分らしく生き、互いを認め合える「ありのままがあたりまえのまち」の実現を目指し、LGBTQ+/SOGIE施策を推進す
る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

研修・出前講座の実施
回数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

あかしジェンダー平等の推進に関する条例
明石市パートナーシップ・ファミリーシップ制度実
施要綱

事業 ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107700000-002

予算所管課 政策局ジェンダー平等推進室
連絡先 (078)918-6056



4

○

合計（Ａ） 12,600 合計（Ｂ） 5,518

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -7,082

主な
理由

ジェンダー教育推進校にかかる人件費の所管が教育総務課へ移ったため。

印刷製本費（パンフレット）、サニ
タリーボックス購入費等 1,200

需用費
事務用品費、防災備蓄品等

2,130 委託料
家事育児参画イベント・女性リー
ダー育成セミナーの企画運営費 2,000

その他
研修及びイベント会場使用料、
委員報酬等 570 その他

職員及び講師旅費、イベント保
険料 200

負担金補助及
び交付金

まち協の防災資格講座受講費
650

負担金補助及
び交付金

民間企業の規程等整備支援補
助金、職員研修受講料 518

内容 金額

報償費
ジェンダー教育推進校への学校
支援員等報償、研修講師謝礼等 5,150 報償費

ジェンダー教育推進校向け研修
に係る講師謝礼等 1,200令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
委員旅費、研修講師旅費、近接
地旅費等 500 需用費

委託料
防災システム開発・導入費、ジェ
ンダー平等講座運営委託費等 3,600

使用料及び賃
借料

コピー使用料、イベント・セミナー
会場使用料 400

0 24,332 任期付 0.00 合計 2.5005当初予算 5,518 20,250 25,768 1,436 0

0 32,850 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 12,600 20,250 32,850 0 0

0 0 正規 2.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○ ○○ ○ ○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

（１）全般に渡る取組
　　 ・こどもから高齢者まで幅広い層にジェンダー平等についての理解を深めるための、漫画・イラストを活用した分かりやすいパンフレットによる啓発
（２）防災に関する取組（総合安全対策室と連携）
　　 ・女性防災リーダー育成のための研修開催
　　　　【開催日数】令和５年度：全２日間(予定)
（３）教育に関する取組
　　 ・ジェンダー教育推進校での児童生徒、教職員及び保護者等を対象としたジェンダー教育（研修）の実施
　　　　【指定学校数】令和４年度：６校、令和５年度：６校（予定）
（４）家庭・社会に関する取組
　　 ・官民連携による男性の家事・育児参画を促進するイベントやセミナーの実施
　　　　【参加者】令和４年度：２７０人（見込）、令和５年度：２７０人（予定）
　　 ・まちなかのジェンダーギャップ解消に向けた環境整備（男性トイレへのサニタリーボックス設置など）
（５）職場環境に関する取組
　　 ・民間企業の働き方改革の推進に係る取組（男性育休取得向上のための啓発等）
　　 ・明石市「育休100％」宣言達成に向けた取組の推進
　　 ・ジェンダー平等に係る理解を深めるための職員啓発
（６）意思決定過程に関する取組
　　 ・幅広い分野における女性リーダーを育成するためのセミナーの開催
　　　　【参加者】令和４年度：３１人、令和５年度：３０人（予定）

子ども、保護者及び教職員向けのジェンダー教育（研修）及び教職員
の働き方改革に取り組む学校の数

令和5年度 校 6

家事・育児セミナー等の
参加人数

男性の家事・育児参画を促進するイベントやセミナーに参加した市民
の人数

令和5年度 人 270

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
性別などに関わりなく個性や能力を発揮し、誰もがいきいきと活躍できる社会を目指し、「防災」「教育」「家庭・社会」「職場」
「意思決定過程」など様々なテーマから、ジェンダー平等の実現に向けた取組を進める。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

ジェンダー教育推進校
の数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

あかしジェンダー平等の推進に関する条例事業 ジェンダー平等推進事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
ジェンダー平等推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107700000-003

予算所管課 政策局ジェンダー平等推進室
連絡先 (078)918-6037



4

○

合計（Ａ） 5,000 合計（Ｂ） 2,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,600

主な
理由

ストックしている生理用品等、既存資源の活用を見込んだ上で、生理用品の購
入数を算出したため。

内容 金額

需用費
生理用品購入費、周知カード等
印刷費 5,000 需用費

生理用品購入費、周知カード用
紙、設置用ケース等 2,400令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 11,310 任期付 0.00 合計 1.1005当初予算 2,400 8,910 11,310 0 0

0 13,910 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 5,000 8,910 13,910 0 0

0 0 正規 1.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

市内の学校や若者・女性が立ち寄りやすい施設等において生理用品の配付（配備）を行う。
 （１） 配付(配備)場所
　　   全市立小・中・養護学校・高校、男女共同参画センター、AKASHIユーススペース、きんもくせい相談窓口、こども食堂ほか
 （２） 配付(配備)方法
　　 ①学校
　　　 児童生徒が安心して学校生活を送れるよう、女子トイレの個室などに生理用品を配備する。
　　 ②学校以外
　　　 窓口での生理用品の配付を切り口として、様々な困りごと相談に応じ、適切な支援につなげる。
 (３) 配付(配備)数
　　 ①学校での配付（配備）　令和４年度：30,000個（見込）、令和５年度：50,000個（予定）
　　 ②相談窓口等での配付　令和４年度：800ﾊﾟｯｸ(16,000個）（見込）、令和５年：900ﾊﾟｯｸ(18,000個）（予定）
 (４) 相談数
　　　令和４年度：115件（見込）、令和５年度：120件（予定）

学校や市内施設等での生理用品配付(配備）数の合計 令和5年度 個 68,000

生理用品の配付に際す
る相談件数

市内施設等で生理用品を配付する際にあわせて行う困りごとなどの
相談件数

令和5年度 件 120

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
ＳＤＧｓの「誰ひとり取り残さないすべてのひとにやさしいまちづくり」の一環として、また、市民の「生理の尊厳」を守る観点か
ら、必要な市民に生理用品を無料で提供するとともに、生理用品の提供をきっかけとして困りごとを抱える市民からの相談に
対応し、適切な支援につなげる。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

生理用品の配付（配備）
数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 企画費
根拠法令
・要綱等

あかしジェンダー平等の推進に関する条例事業 生理用品サポート（きんもくせいプロジェクト）事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名

生理用品サポート（きんもくせいプロジェク
ト）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107700000-004

予算所管課 政策局ジェンダー平等推進室
連絡先 (078)918-6037



4

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 1,039

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,039

主な
理由

自治基本条例市民検証会議委
員謝礼等 556

旅費
職員旅費

10

使用料及び賃
借料

会議会場使用料
50

内容 金額

報酬
市民参画推進会議委員報酬

396令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費

需用費
事務用品等、お茶代

27

0 6,709 任期付 0.00 合計 0.7005当初予算 1,039 5,670 6,709 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

(1) 市民参画条例の検証
　　条例施行から一定の期間が経過し、ジェンダー平等や多様性など社会情勢も大きく変化してきたことを踏まえ、令和４年度から引き続き、市民参画推進
会議において条例運営の適正性について検証を行う。
　【市民参画推進会議：開催回数】
　　令和４年度：全６回（見込）　、令和５年度：全４回（予定）
　【主な議題】
　　・平成28年度以降の市民参画手続の実施状況等に関する評価・検証

(2) 自治基本条例の検証
　　前回の検証から５年が経過したことを踏まえ、自治基本条例市民検証会議を開催し、条例及び関連施策等について検証を行う。
　【自治基本条例市民検証会議：開催回数】
　　令和５年度：全４回（予定）
　【主な議題】
　　・条例内容と現在の社会情勢との適合性についての検証
　　・条例内容と本市の基本方針及び取組との整合性についての検証
　　・関連施策の実施状況等に関する評価

明石市市民参画推進会議の開催回数 令和５年度 回 4

自治基本条例市民検証
会議の開催

明石市自治基本条例市民検証会議の開催回数 令和５年度 回 4

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
「明石市自治基本条例」及び「明石市市民参画条例」について、条例内容が現在の社会情勢に適合しているか、また条例に
定める取組が適切に実施されているか等について、学識経験者及び公募市民等で構成される会議で議論・検証を行い、そ
の結果を踏まえ、必要に応じて取組の見直しなどを行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

市民参画推進会議
の開催

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 コミュニティ費
根拠法令
・要綱等

明石市自治基本条例、明石市市民参画条例事業 コミュニティ活動推進事業

施策分野
6 行政経営分野

6-1 参画と協働の仕組みづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
コミュニティ活動推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0107700000-005

予算所管課 政策局ジェンダー平等推進室
連絡先 (078)918-6037


